
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 たしざん

1 事業の成果
令和 3年は、設立から5年 目を迎え、引き続き東京都練馬区を主な活動場所として、設立の目的であ

る念願のグループホームの設立にこぎ着けた。練馬区の貫井と桜台に障がい者グループホームの要件に

見合う物件を見つけることができ、障害者総合支援法に基づく共同生活援助事業を立ち上げた。令和 2

年に開所した福祉作業所では、食品部門 (パ ン・菓子等)と就農を支援する事業である「ノウフクたし

ざん」も理事の方々のご協力を頂き、徐々に充実しつつある。令和 3年度は、前年から引き続き新型コ

ロナウイルスの感染拡大の影響を大きく受けつつも、当初日標とした利用者人数を達成でき、大きな収

穫があった年であった。とは言え、平均工賃は東京都の標準には遥かに及ばず、大変残念であった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【38,9931千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日‖寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

障害者総合支援
法 に基づ く障害
福祉サー ビス事
業

たしざん福祉作業所
(令和 2年 4月 認証済)
たしざんグループホーム
(令和 3年 6月 認証済)

週 5日
練馬区

三原台
20人

障害者

練馬区

近隣住民

通販顧客

3,000人 37,183

就農 を支援する
事業

近隣の農地で農作業を行
い、収穫した野菜を作業所
併設の店舗で販売。

水耕栽培を行い、栽培した
レタスを販売。

週 5日
練馬区

土支田
5人
障害者

農サホ
・―タ
300人 1758

障害者総合 支援
法 に基づ く一般
相談支援事業

令和 3年度は実施 しなか
った

0

障害者総合支援
法に基づく特定
相談支援事業

たしざん相談ステ~ンコン
(令和九年 10月 認証済)

週 2日
練馬区

東大泉
1人 障害者 5人 47

児童福祉法に基
づ く特定相談支
援事業

週 2日
練馬区

東大泉
1人 障害児 1人

|う

その他第 3条の
日的を達成する
ために必要な特
定非営利活動事
業

コロナ禍において、実施
できなかった。

0

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  0】 千円)

たしざん相談ステーンヨン
(令和元年 10月 認証済)

|



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が生壼場合)
特定非営利活動法人  ■ _ご ^

単位 :円
金   額 小計 .合計

ェ全員in会 贅
贅助全員受腋会費

.2取寄附金
た●等受入.,価益

3

受n哺助●
受取助成金
訓練等給付費
処理改

"利用イ等負担金
共同■舌援助

障常者総合支援とに基づ く障害福祉サービス事業

就農を支援する事業
障害を総合支援法に基づ く特定相談支援事業

5 の

50.000
0

5000)

0

70 0(X

0
0

12.726.675
3.62(〕 .000
18.054.861

1.898.561
5.592. 180

11.686. 130

53.578 40,

,9,.619
51)0 429

261.518

3764.500

0

57 462 973

2

甲

(1)人件■
綸
'■
当

賞 与

法定福利費

利用者
「
貸

16.「 01 506
652.571

3.373 032
1.424.311

22 201 423

(2)その他E■
旅費交通費
通信運搬費
消任品費
減価償月l費

修締費
水道 t摯や
材料費

商品仕入

471カII費
支払 テ数料
,,両費
者会費
研修贅
ム(1宣伝費
衛t費
雑費

|

40.147
597.929

2.311.611
3.0''1. 169

2.3o7.726
1.534.097

2.997.291
77.361

310 200
2.011.229
896.731
5.000

5.500
532.75()

119 326
123.6'1

:0 791.77

38 990 200

t● 人件費

〈2)その他饉彙
通信運搬贅
水道光熱費
地代家賃
賃 r卜 rサ

リー ス料
保 1資料

看l札公課
支払報酬料

常付金

80.962
15.201.752

12

128.()10

661.r,0
350

12'.611
37.800

,0 482 689

16 482 689

55475889

It,、

,S

I.552

F711.373

576 480

3, S35

2.501 837

当 期 -1 986 354

′3(
0

-9.489490

+ -9 488 760

事 業 報 告 用
|
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 たしざん

:円 )
金   額 ロ田

A

1

の の3

(2) 形 固

現金預金
前払費用

棚卸資産

18,791.822
116.730
88,188

8,245,315
263,362
2.468,700
3.458,902
937.686

101,500
878,000
2,305,000
32,830

111,667

出資金

敷金

差人保証金

預託金

長期前払費用

建物
建物附属設備
機械装置
車両運搬具
工具器具備品

ソフ トウェア

借地権

37,862,702【A】 資 0+②産 合 計

3.417,435
3,447.435

人 |′ 令

長期借入金

2

+

-1

1

3.447.435

139, 125,8'6

39,125,876

39.125.876
42.573.311

8.71,9.658

4,029,()19

B-2
日|.

正 1辛

11:

-4 710.609

37,862,【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】

■■口田■墜ヨ■■■

■■■■E亜壼■厠

■■ヨ■

固

ロ

|   |
】 馨
「
竃

1` 02`

[産合引

】 正 味 則

量__産_査」
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2. 事業別損益の状況

28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人   たしざん

重要な会計方針
計算書類の作成は (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会):こ 1っ ています。

・1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基ψにより.評価方法は総平均法によつています。

(2)固 定資産の減価償却の方法
建物及び建物附属設備は定額法、機械装置の減価償却は定率法によつています

3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当全

退職給付引当金及びその他引当金は計上してお りません

`'施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。
また計上額の算定方法は「3 施設の提供等の物的サービスの受人の内訳」|こ記載しています。

5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は.税込方式によっています。

円 |

|1目
障害福祉
サー ビス事

就農を支援
する事業

特定相談支援
十業

障害児相談
支援事業

事業部門計 管理部門 合計

50.000

70,000

53,578,407
3.764.566

0

,0.000
′19,95S,407

2.999,619 6()0.129 211.51S

0

70,000
49,958,407
3,764.666

0

50,()00

0

3,620,000
0

0

3.670.000 5「  16」 .9「 353.02S.026 500.429 261.51、 53,792,973

16.751,506

652,571

3,373,032
1.424,314

16,351,277
652,571

3,373,032
695,735

317.818

728,579

47.411 5.000 16,761.506

652.571

3,373.032
1,424.314

21.072.615 1.(,76.397 47.411 5.0つ 0 22.201.123 22.201.423

40,147

9′12,988

2,641,644
3,091.169
2,307,726
1,615,059
2,997.294
77,361

310.200
2,011.229
396,734
5,000

5,500

532,750
119,326

123,671

15,201.752

12

128,040
561,070
350

127,644

87,800
33.274.466

599.208

2ヽ.1'1

681.382

40,147
597,929
2,641.644
3,091.169
2,307.726
1,531,097

2,997.294
77.361

310.200
2,011.229
396.734
5,000
5.500

532,750
119,326

123.671

O

O

0

0

O

O

O

16.791,777

|,15,059

80,962

15.201,752

12

128,040

561,070
350

127,614

37.800

16.482.689

40,147
597,929
2,641,644
2.491,961
2,307,726
1,534,097

2,915,121

77.361

310.200
2,011,229
396,734
5,000

5,50(〉

532,750
119,326
123,671

16.110,396
47.411 5.0(:)() 16.482.689 55.475.88937.183.011 1.757.779

217.107 -5.`〕 ()] 14.,99.773 :¨ ヽ1_■ ■ヽ 1.987.08.115.815.016

I 経常収益

' 
受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Π 経常費用
・1)人件費
給料手当

賞与

法定福利費

利用者工賃

人件費計
(2'そ の他経費
旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

減価償却費

修繕費

水道光熱費

材料費

商品仕入

外注加工費

支払手数料

車両費

議会費

研修費
広告宣伝費

衛生費

雑費

地代家賃

賃(.料

リース料
保険料

租税公課

支払報酬オ|

寄付金

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
令和3年度は施設の提供等の物的サービスの受人はございませんでした。

使途等が制約された寄附金等の内訳

令和3年度は使途等が制約された寄附金等はビざいませんでした。



l・|」

"|十

収得価

“

取 得

8,267.125
182,635

3,118,696
2,238,306
1.405,825

100.50()

2,200,000

537.790
93,577

2,321, 180

1,000

878,000
105.()00

32,830
200.000 △ 513.333

8,804,915
276.212
3,418,696
′1.559,486

1,405,825

101,500

878,000
2,305,0()0

32,830

141.667

_ 559,600
△ 12.85()

△ 949,9`〕 6

△ 1, 100,584

どゝ 468,139

8,245,315
263,362

'.468,700
3,458,902
937,686

101,500

878,000
2.305,000
32.830
141.667

17.813,087 ・1. 169,377 ∠:ヽ、 58,333 21.921.131 △ 3.091.169 18.832.962

有形固定資産
建物
建物附属設備
機械装置
車両運搬具
|:具器具備品
無形固定資産
投資その他の資産
出資金
敷金
差入保証金

頂託金
長期前払費用
合計

5  固定資産の増減内訳

6  借入金の増減内訳

リ 円 )

役員及びその近視者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです .

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び止味財産の状態並びに上味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

各事業の経費および事業費と管理費に共通する経費のうち、旅費交通費については従事割合に基づき按分しています。

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は未実施のため、資産なし。

卜|ヨ 期首残高 当期借人 当期返済 期末残高
33. 191.716 8.163.160 Δ 2.229.000 39, 125,876

3,, 125,876

■IH
計算書類に

計上された
金額

内.役員と
の取引

内.近親者及
び支配法人と
の取引

3,417,435
39,125,876

1,092,000

15,935.845

202,115
0

12.573.311 17.027.845 202.115

(貸借対照表)
未払金
長期借入金
貸借対照表計
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令和 3年度 財産目録
特定非替利活動法人 たしざん

計

踏髭鮮
lil払 費輌

社0(た しざん /ル ープホーム凛馬桜台 )

・物
1::tllll権

]I:』』骨:RPにここんグルー′.

建物

1塔

(1と

lil:営 13121:::i:it引 戸工事たしc′ _

ヽ.1‐ tt .
. 1  .'1

(1段 |||

(21☆ ||)

送迎 1'(フ リー ト,

送迎● (′ イヽエー ス)

農 1立物配

`用

,Ⅲ輌

プラス l‐ 千ラー

ソフ |・ ウェア
■世率

出貪●
西,1`用 金庫出資金
コープデ リ出資金
田吏
`l動

,「 共済協1司紅合出資金

た_ぎんグ′,―′ホーム中|,稿傲金
たしざんグ′,―プホーム練馬桜台曖金
たしさんグループホーム1'「 ,桶 ,1■場歌金

"人
保工0
たしざん福祉作業所保:正金
たしぎんグルーフホーム'||′格フロ′ヽンガス保証奎 (ミ ライフ)

せⅢ
`(フ

リー ド)り 十 ィク′し預誕奎

送迎 11(′ イ エース)リ サイクル頂.`金

晨《物腱

`用

|1輛 ツサイク′1預

``0

【A,資 産 合 計 i+2 37.862.'02

〕 ■ ■

l.092.000
1,7.9,2

202.115

3447.435

ス 1

木

`´

,

■員薇引

綸ド|「 `|`
水,こ ん熟
む4i贄

″ ′」´rt

3 447 405

【|

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
，困

長期
llilil禽 1合鵞人,

3, 125 8'

`8-1】
彙 債 合 計 ●+● 42 573 011

{B-2】 正 味1 財 産 合 計  :A】 ―【B-1】 4 '● 06(),
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=互
コ

曰    1金  額 14ヽ  =+I 合



書式第 18号 (法第 28条関係 )

(前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 たしざん

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れて ください。)

Z以 Fの役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1

令和 3年 4月  1日

令和 4年 3月 31日

年   月 H

日′
|= 府

2
|たす班 丁
ンマサ
゛
キ カス
゛
ヨ 令和 3年 4月  1日

令和 4年 3月 31日

年   月 日

日年   月11「寺11子  千11イヽ

3
監 事,■事
イカ
｀
ラン トオル 令和 3年 4月  1日

令和 4年 3月 31日

年   月   日

年   月   日五十嵐 透

4
監 丁理 事

キフミシ 令和 3年 4月  1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

H

口三本 文路

:)

タカフン  ケイタ 令和 3年 4月  1目

令和 4年 3月 31日

年   月    口

年   月  口高藤 桂太

6 理ヤ・監ホ:
年

年

月

月

目

口

年  月  口

年  月  日

理事・監事

年

年

月

月

口

H

年   月 ||

日イ
|: I]

8 理事・監事

′
「
月

月

日

目イ「:

年  月  日

1‐
i    月    日

9 理事・監事

年1   月   日

年  月  日

年    月    日

月 H

10 理事・監事
年

年

月    日

`l

年   月   日

年 月 日

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿
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書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 たしぎん

氏   名

1

山島1嗜,禾口千ヽ

2

五十嵐透

3

三本文路

4

小松真弓

5

穂積紀美江

6

相円厚千

7

西原彰宏

8

西澤のりぇ

9

前田侑士

10

HII 田豊

11

|


